
　

平成23年度　決算の概要

利益剰余金 ６９億円

当期利益 １９億円

目的積立金 ５０億円

現金の裏付けのある積立金 ４２億円

現金の裏付けのない積立金 ２７億円
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資産

1163

H23年度 貸借対照表

負債

306

H22年度H22年度

建物等

425

土地
385

図書
138

現預金等

94

土地

385

図書

137 附属病院収益の増
（病院セグメント）

＋１１億円

・入院収益 ＋５億円

入院手術件数の増

（6,685件から7,049件に364件
の増）延べ患者数の増

（282,452人から285,857人へ

3,405人の増）等による入院診

療収益の増加

（一人当たり単価 62,166円か

ら63,293円に1,127円の増）

・外来収益 ＋６億円

抗がん剤、希少疾病用医薬品

等の使用等に伴う外来診療収

益の増加

（一人当たり単価 15,513円か

ら16,768円に1,255円の増）
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運営費交付金

収益

107

目的積立金取崩 4
0

50

100

150

200

（単位：億円）
H23年度 損益計算書

（大学セグメント）

H22年度H22年度

人件費

120
人件費

120

教育経費 16

受託研究経費等 9

受託研究収益等 9

当期総利益 4
臨時収益 3

運営費交付金

収益

108

学生納付金

収益

52

研究経費 22

教育経費 14

当期総利益 5

人件費の増加 （法人計）

＋５億円

＜主な増減要因＞

・法定福利費の増加

・附属病院における人員増

・退職手当の減

・給与のマイナス改定実施

・給与カット、管理職手当カットの

継続実施
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H23年度 損益計算書

（病院セグメント） H22年度H22年度

人件費

122
人件費

127

診療経費

157

当期総利益 12

運営費交付金

収益23

附属病院

収益

254

診療経費

147

‐

当期総利益 １９億円
（前年比 ＋１億円）

大学セグメント ４億円

（前年比△１億円）

病院セグメント １２億円

（前年比△１億円）

臨時収益 ３億円
（中期計画期間最終年度特有の処理として、

退職手当の執行残を平成24年度以降に退職

手当として使用する為、一旦臨時収益として計

上しています。)

平成２３年度は、法人化初年度より段階的に２０％削減してきた経常経費をさらに２％削減、人件費においては、給与のマイナス改定実施、基本給、管理職手当の削減継続など、支出の抑制に取り組みました。その一方、遅れている施

設の老朽化対策など大学としての標準装備を整備する必要性から、目的積立金を戦略的に活用する事とし、１７億円を学生サポートセンターの開設の他、耐震改修整備や附属病院手術室の増室などに重点的に使用するとともに、自己

収入の増加に向け、大学セグメントでは、積極的に外部資金獲得を行ったことにより、受託研究等収益が２億円増加、附属病院セグメントでは、前年度を上回る入院患者数・診療単価で推移、附属病院収益は１１億円増加しました。

＜平成２３年度の主な事業＞

・学生サポートセンターの開設 ・耐震改修整備（H２７年度完成予定） ・附属病院手術室の増室（H２４年度完成予定） ・理系学舎の整備（Ｈ２６年度完成予定） ・人工光合成研究拠点の整備（H２５年度完成予定）

受託研究

収益等 7

当期総利益 13

（単位:億円）
（単位:億円）

利益剰余金 67

公立大学法人 大阪市立大学

資本金
982

資本剰余金

合計

△199

（内）損益外

減価償却

△217

資本金

982

資本剰余金

合計

△192

（内）損益外

減価償却

△195

資産
1170

負債＋純資産
1170

負債＋純資産

1163

費用
183

収益
188

収益
194

費用
187

費用
281

収益
294

収益
306

費用
296



　

第一期中期計画期間における決算推移

純資産の減少 △２１７億円（法人化当初比）

損益外減価償却により法人化当初より２１７億円の純資産が減少

特定償却資産の減価償却に対する施設整備費は、設立団体から予算

措置されることが前提の為、引当金を積み立てる事が難しいが、予算措

置は、設立団体の財政状況によって

大きく左右される。

この為、当期総利益は目的積立

金として施設整備や教育研究の

充実に充てる必要がある。
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132

附属病院収益の増
（病院セグメント）

＋６４億円

＊入院収益 ＋３８億円

（一人当たり単価 49,081円から

63,293円に14,212円の増）

・平成２２年度診療報酬の改定

・７対１看護加算の取得

・救命救急センター開設に伴う救命

救急入院料の算定

・在院日数の短縮（20.8日から17.0

日）等による入院診療収益の増加

・外来収益 ＋２６億円

（一人当たり単価 10,770円から

16,768円に5,998円の増）

化学療法センターの開設、外来手

術件数の増加等による外来診療収益

の増加
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人件費
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人件費

120

教育経費 16

受託研究経費等 9

受託研究収益等 9

当期総利益 7

運営費交付金

収益

146

学生納付金
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49

研究経費 25
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費用
203

運営費交付金収益の減少
（大学セグメント）

△３９億円

法人化初年度と最終年度における

運営費交付金削減率

・大阪市大 ２４％

・大阪府大 １８％

・首都大 １５％

・横浜市大 ７％

・国立大学平均 ６％

人件費の削減（大学セグメント） △２２億円

主な取り組み

・常勤教員の退職不補充と特任教員の活用

・職員の退職、市への復職に伴い、キャリアスタッフ等を活用

・給与のマイナス改定、給与カットの実施
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資産の減少 △１３８億円 （建物等）

固定資産の新規取得による増加に対して、減価償却

による減少の方が多く、建物等で１３８億円資産が減少

＜学生サポートセンター＞

＜附属病院手術室＞

＜理系学舎＞

当期総利益 7

当期総利益 18

公立大学法人 大阪市立大学

資産
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